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問題提起

男女共同参画の視点による人材配置で
実効性ある防災・災害対応を
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男女共同参画の視点による
防災・復興の施策

1.防災分野での意思決定等における女性の参画
①危機管理担当部署職員、②地方防災会議、
③庁内連携による女性職員の参加

2.防災・災害対応と男女共同参画に関する研修
①職員、②自主防災組織など、
③現場で防災・災害対応を行う女性

3.地域防災計画や避難所運営指針等の作成・改定
①男女共同参画担当部署・センターの関与、
②地域防災計画の記載内容、③避難所の運営体制
④避難所の設備・環境、⑤避難所の安全

4.物資の備蓄・配布
①品目(現物）、②方針策定

5.地域コミュニティの防災体制への女性の参画
①自主防災組織、②多様な場で活動する女性の参加

6.災害対策本部への男女共同参画担当部署・センターの参画
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男女共同参画の
視点と発想

担い手を増やす
多様化する

ニーズに応じ、
質の高い災害対応

人権の尊重
参画と配慮の基礎

●地方防災会議の女性委員増加
●男女担当部署・センター連携

●危機管理担当部署への女性職員配置
●庁内横断の女性職員チーム

参 画 配 慮 安 全

防災分野の意思決定へ女性が参画

地域防災計画や避難所運営（避難生活）指針等の作成・改定

物資の備蓄

●運営体制 ●設備・生活環境 ●暴力防止対策

●備蓄内容の選定・整備 ●備蓄内容

地域コミュニティの防災体制への女性の参画
●自主防災組織の役員となる女性の増加
●多様な場で活躍する女性

災害発生

●防災訓練・知識の普及
●避難行動要支援者対策
●避難生活への備え

災害対策本部

避難所の開設・運営

●男女担当部署・センターの参加 ●男女職員への支援 ●安全対策

●運営体制 ●設備・生活環境 ●暴力防止対策
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都道府県の防災・危機管理部局の女性職員（R4年）

　20% 以上

　10％以上～20％未満

　10％未満

0%

内閣府男女共同参画局、2023「ガイド
ラインに基づく地方公共団体の取組状
況調査（令和4年）」より作成

職員数（人）
女性（人） 女性割合

滋賀県 33 7 21.2%
京都府 48 10 20.8%
奈良県 48 10 20.8%
徳島県 58 12 20.7%
愛媛県 20 4 20.0%
岩手県 71 14 19.7%

東京都 148 29 19.6%
宮城県 93 18 19.4%
愛知県 98 16 16.3%
佐賀県 34 5 14.7%
兵庫県 63 9 14.3%
長崎県 31 4 12.9%
大阪府 102 13 12.7%
福岡県 40 5 12.5%
北海道 57 7 12.3%
神奈川県 92 11 12.0%
三重県 59 7 11.9%
長野県 27 3 11.1%
福島県 83 9 10.8%
千葉県 66 7 10.6%
新潟県 66 7 10.6%
群馬県 19 2 10.5%
静岡県 77 8 10.4%
広島県 50 5 10.0%
山口県 40 4 10.0%
香川県 30 3 10.0%
福井県 41 4 9.8%
鳥取県 41 4 9.8%
鹿児島県 53 5 9.4%

職員数（人）
女性（人） 女性割合

岐阜県 45 4 8.9%
山形県 23 2 8.7%
山梨県 23 2 8.7%
青森県 58 5 8.6%
島根県 12 1 8.3%
大分県 37 3 8.1%

埼玉県 75 6 8.0%
岡山県 25 2 8.0%
熊本県 26 2 7.7%
宮崎県 28 2 7.1%
栃木県 29 2 6.9%
富山県 31 2 6.5%
高知県 75 4 5.3%
茨城県 63 3 4.8%
石川県 45 2 4.4%
和歌山県 47 2 4.3%
沖縄県 26 1 3.8%
秋田県 37 0 0.0%
合計 2393 283 12.0%
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市区町村の防災・危機管理部局の女性職員（R４年）

市区町村（本庁）で防災・危機管理部局に配置されている女性職員の割合
（政令市を含む1741市区町村）
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内閣府男女共同参画局、2023「ガイドラインに基づく地方公共団体
の取組状況調査（令和4年）」



市区町村
数

女性職員ゼロ
の自治体数※

女性職員ゼロ
の割合（％）

東京都 62 17 27.4%

静岡県 35 11 31.4%

大阪府 43 15 34.9%

高知県 34 14 41.2%

埼玉県 63 26 41.3%

愛知県 54 23 42.6%

山口県 19 9 47.4%

神奈川県 33 16 48.5%

佐賀県 20 10 50.0%

奈良県 39 20 51.3%

三重県 29 15 51.7%

広島県 23 12 52.2%

徳島県 24 13 54.2%

福岡県 60 33 55.0%

京都府 26 15 57.7%

滋賀県 19 11 57.9%

兵庫県 41 24 58.5%

千葉県 54 32 59.3%

岐阜県 42 25 59.5%

熊本県 45 28 62.2%

新潟県 30 19 63.3%

福井県 17 11 64.7%

香川県 17 11 64.7%

愛媛県 20 13 65.0%

宮城県 35 23 65.7%

群馬県 35 23 65.7%

福島県 59 39 66.1%

富山県 15 10 66.7%

青森県 40 27 67.5%

市区町村
数

女性職員ゼロ
の自治体数※

女性職員ゼロ
の割合（％）

北海道 179 121 67.6%
秋田県 25 17 68.0%
栃木県 25 17 68.0%
宮崎県 26 18 69.2%
鹿児島県 43 30 69.8%
和歌山県 30 21 70.0%
山梨県 27 19 70.4%
山形県 35 25 71.4%
沖縄県 41 30 73.2%
石川県 19 14 73.7%
鳥取県 19 14 73.7%
茨城県 44 33 75.0%
大分県 18 14 77.8%
島根県 19 15 78.9%
長崎県 21 17 81.0%
岡山県 27 22 81.5%
岩手県 33 27 81.8%
長野県 77 64 83.1%

合計 1741 1063 61.1%

市区町村の防災・危機管理部局の女性職員（R４年）

防災・危機管理部局に女性職員がいない市区町村 （政令市を含む1741市区町村）

※庁内の防災・危機管理部局の総職員数を
０と回答した15自治体を除く

内閣府男女共同参画局、2023「ガイドラ
インに基づく地方公共団体の取組状況調
査（令和4年）」より作成

２名以上

152
19%

１人

238
29%

女性職員

ゼロ

423
52%

市区部 n=813自治体

２名以上

92
10%

１人

183
20%

女性職員ゼロ

638
70%

町村部 n=913自治体
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都道府県の地方防災会議における女性委員の割合（R4年）
内閣府男女共同参画局、2023「ガイド
ラインに基づく地方公共団体の取組状
況調査（令和4年）」より作成

委員数（人）
女性（人） 女性割合

徳島県 81 40 49.4%
島根県 72 31 43.1%
鳥取県 69 29 42.0%
福井県 52 21 40.4%
滋賀県 62 20 32.3%
熊本県 69 22 31.9%
鹿児島県 57 17 29.8%
東京都 88 26 29.5%
岐阜県 60 17 28.3%
広島県 73 19 26.0%
佐賀県 70 18 25.7%
千葉県 53 13 24.5%
大分県 59 14 23.7%
埼玉県 73 17 23.3%
茨城県 52 12 23.1%
福岡県 61 14 23.0%
群馬県 53 12 22.6%
福島県 54 12 22.2%
長野県 79 17 21.5%
栃木県 56 12 21.4%
沖縄県 56 12 21.4%
青森県 60 12 20.0%
京都府 65 13 20.0%
香川県 60 11 18.3%
岩手県 77 14 18.2%
富山県 66 11 16.7%
山口県 60 10 16.7%
宮崎県 55 9 16.4%
北海道 69 11 15.9%

委員数（人）
女性（人） 女性割合

静岡県 63 10 15.9%
岡山県 58 9 15.5%
新潟県 75 11 14.7%
兵庫県 55 8 14.5%
和歌山県 55 8 14.5%
石川県 70 10 14.3%
大阪府 63 9 14.3%
神奈川県 57 8 14.0%
三重県 65 9 13.8%
長崎県 68 9 13.2%
奈良県 61 8 13.1%
山形県 62 8 12.9%
宮城県 60 6 10.0%
愛媛県 60 6 10.0%
高知県 60 6 10.0%
秋田県 61 6 9.8%
愛知県 69 6 8.7%
山梨県 65 3 4.6%
合計 2988 626 21.0%

　30％以上

　20％以上～30％未満

　10％以上～20％未満

　10%未満
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市区町村の地方防災会議における女性委員の割合（R4年）

防災会議委員の女性比率が１割未満の市区町村 （政令市を含む1741市区町村）

※防災会議を設置していないと回答した
76自治体を除く。

防災会議を設置する市区町村数

女性委員が
１割未満 割合

福井県 17 4 23.5%
岩手県 32 8 25.0%
佐賀県 19 5 26.3%
鳥取県 19 5 26.3%
福岡県 58 18 31.0%
大阪府 43 14 32.6%
東京都 60 20 33.3%
兵庫県 39 15 38.5%
愛知県 54 21 38.9%
山梨県 25 10 40.0%
千葉県 54 22 40.7%
京都府 26 11 42.3%
埼玉県 63 27 42.9%
島根県 18 8 44.4%
高知県 33 15 45.5%
岡山県 22 10 45.5%
沖縄県 31 15 48.4%
山口県 18 9 50.0%
奈良県 34 17 50.0%
香川県 16 8 50.0%
茨城県 42 21 50.0%
宮城県 33 17 51.5%
栃木県 25 13 52.0%
群馬県 30 16 53.3%
秋田県 24 13 54.2%
石川県 19 11 57.9%
神奈川県 32 19 59.4%
滋賀県 15 9 60.0%
愛媛県 20 12 60.0%

富山県 15 9 60.0%

防災会議を設置する市区町村数女性委員
が
１割未満 割合

和歌山県 30 18 60.0%
長野県 71 43 60.6%
大分県 18 11 61.1%
岐阜県 42 27 64.3%
広島県 23 15 65.2%
宮崎県 23 15 65.2%
三重県 29 19 65.5%
長崎県 21 14 66.7%
静岡県 34 23 67.6%
山形県 34 23 67.6%
福島県 57 41 71.9%
徳島県 22 16 72.7%
新潟県 30 22 73.3%
熊本県 45 35 77.8%
鹿児島県 43 34 79.1%
青森県 34 27 79.4%
北海道 173 154 89.0%

　合計 1665 939 56.4%

２割以上
144
18%

１割～２割未満
326
41%

１割未満
306
38%

女性委員がゼロ

27 3%

市区部 n=803自治体

２割以上

45 5%

１割～２割未満
211
24%

１割未満
360
42%

女性委員がゼロ

246
29%

町村部 n=862自治体

内閣府男女共同参画局、2023「ガイドラ
インに基づく地方公共団体の取組状況調
査（令和4年）」より作成 8



防災・危機管理部局に女性職員を配置

避難所運営に関する指針記載項目の比率 （職員ゼロと回答した15自治体を除く）

内閣府男女共同参画局、2023「ガイドラインに基づく地方公共団体の取組状況調査（令和4年）」より作成 9



防災・危機管理部局に女性職員を配置

男女共同参画の視点を考慮した設備の設置についての
避難所運営に関する指針記載状況

（職員ゼロと回答した15自治体を除く）

内閣府男女共同参画局、2023「ガイドラインに基づく地方公共団体の取組状況調査（令和4年）」より作成 10



防災・危機管理部局に女性職員を配置

常備備蓄の状況 （職員ゼロと回答した15自治体を除く）

内閣府男女共同参画局、2023「ガイドラインに基づく地方公共団体の取組状況調査（令和4年）」より作成 11



地方防災会議の女性委員を増やす

避難所運営に関する指針記載項目の比率 （防災会議を設置していないと
回答した76自治体を除く）

内閣府男女共同参画局、2023「ガイドラインに基づく地方公共団体の取組状況調査（令和4年）」より池田恵子作成 12



内閣府男女共同参画局、2023「ガイドラインに基づく地方公共団体の取組状況調査（令和4年）」より作成

地方防災会議の女性委員を増やす

（防災会議を設置していないと
回答した76自治体を除く）

男女共同参画の視点を考慮した設備の設置についての
避難所運営に関する指針記載状況
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常備備蓄の状況

内閣府男女共同参画局、2023「ガイドラインに基づく地方公共団体の取組状況調査（令和4年）」より作成

地方防災会議の女性委員を増やす

（防災会議を設置していないと
回答した76自治体を除く）
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地方防災会議の女性委員を増やす

災害対応業務に参画する女性・男性職員に対する支援対策

内閣府男女共同参画局、2023「ガイドラインに基づく地方公共団体の取組状況調査（令和4年）」より作成

（防災会議を設置していないと
回答した76自治体を除く）
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災害対策本部への男女共同参画関係者・女性職員の参画（R4年）

両方が参画

42

14%

どちらか一方が

参画

126
42%

どちらも参画し

ていない

135
44%

市区部 n=303自治体

両方が参画

34

11%

どちらか一方が

参画

88
29%

どちらも参画して

いない

185
60%

町村部 n=307自治体

災害対策本部が設置され、かつ避難所が開設された市区町村 610自治体

内閣府男女共同参画局、2023「ガイドラインに基づく地方公共団体の取組状況調査（令和4年）」より作成

「災害対策本部の構成員に男女共同参画担当部局の長、又は男女共同参画センター
長を配置した。」

「災害対策本部や下部組織（避難所対策チーム等）、事務局組織に女性職員、男女共
同参画担当部局、男女共同参画センターの職員を配置した。」

16



災害対策本部が設置され、かつ避難所が開設された市区

災害対策本部への男女共同参画関係者・女性職員の参画

内閣府男女共同参画局、2023「ガイドラインに基づく地方公共団体の取組状況調査（令和4年）」より作成

33.3%

31.0%

47.6%

45.2%

11.9%

7.1%

31.0%

4.8%

14.3%

16.7%

21.4%

14.3%

57.9%

37.3%

11.9%

10.3%

38.1%

8.7%

11.1%

11.9%

17.8%

13.3%

55.6%

25.2%

4.4%

5.9%

17.0%

0.7%

8.9%

25.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

「避難所チェックシート」を活用し、避難所の設置・運営を行っ

た

避難所の運営にあたる職員に「避難所チェックシート」の活用

を周知した

プライバシーの確保を行った

要配慮者への配慮を行った

女性の視点を踏まえたトイレ・入浴施設の設置を行った

女性に対する暴力の防止・安全確保の取組を行った

避難所の運営体制に女性が参画するよう推進した

女性、男性、育児・介護を行う世帯等の多様なニーズの把握

を行った

その他

取り組みをしていない

市区部 n=303自治体

両方が参画 どちらか片方が参画 どちらも参画せず
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災害対策本部が設置され、かつ避難所が開設された町村

災害対策本部への男女共同参画関係者・女性職員の参画

内閣府男女共同参画局、2023「ガイドラインに基づく地方公共団体の取組状況調査（令和4年）」より作成

32.4%

23.5%

67.6%

50.0%

8.8%

5.9%

41.2%

17.6%

2.9%

14.7%

19.3%

13.6%

62.5%

40.9%

5.7%

8.0%

33.0%

9.1%

6.8%

14.8%

16.2%

7.6%

41.1%

27.0%

5.4%

4.3%

15.1%

3.8%

5.4%

36.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

「避難所チェックシート」を活用し、避難所の設置・運営を行っ

た

避難所の運営にあたる職員に「避難所チェックシート」の活用

を周知した

プライバシーの確保を行った

要配慮者への配慮を行った

女性の視点を踏まえたトイレ・入浴施設の設置を行った

女性に対する暴力の防止・安全確保の取組を行った

避難所の運営体制に女性が参画するよう推進した

女性、男性、育児・介護を行う世帯等の多様なニーズの把握

を行った

その他

取り組みをしていない

町村部 n=307自治体

両方が参画 どちらか片方が参画 どちらも参画せず
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男女共同参画の視点による人材配置は不可欠

防災分野での意思決定等における女性の参画

①危機管理担当部署職員、②地方防災会議、

③庁内連携による女性職員の参加

災害対策本部への男女共同参画担当部署・センターの参画

• 避難所の運営・環境の改善
• 物資の備蓄・共有の改善
• 発災時の被災者支援の改善

• 災害対応を行う職員への
支援の改善

要配慮者を中心に

幅広い市民のニーズに応え
られる質の高い支援

災害時の実効性

災害対応にあたる
職員へのケア
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